
中国における成人高等教育の拡張および
就業者収入増への効果

―普通高等教育との比較分析を中心に―
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は じ め に

1980 年代以降の中国経済は驚異的な高度成

長を遂げたが，それを可能にした重要な要素の

1 つとして人的資本の蓄積，言い換えれば，学

校教育，特に高等教育の急速な拡張が挙げられ

る。『中国人力資本報告 2017 年』によると，5.8

年だった 1982 年の全国労働力人口の平均教育

年数は 2015 年には 10.1 年へと 33 年間で 4.4 年

も伸びた（都市部：7.3 年→ 11.3 年，農村部：5.3 年

→ 8.6 年）。また，大学専科（2 年制または 3 年制

の短期大学。以下，大専と呼ぶ）卒以上の労働力

全人口比も同期間中，1.0 パーセントから 16.4

パーセントに大幅に上昇した（都市部：3.6 パー

セント→ 26.2 パーセント，農村部：0.2 パーセント

→ 2.9 パーセント）［李海峥 2017］。背景に，中学

校までの義務教育制度が普及し，大専，大学お

よび大学院が構成する普通高等教育が大きく拡

張しただけでなく，働きながら様々な形で大専

または大学，大学院の科目を履修して大卒，大

学院修了等の資格（卒業証書や学位）を取得する，

という「成人高等学歴教育」の存在も大きい
［Tang 1994; Chinese National Commission for

Unesco and Chinese Adult Education Association

2008］。

「文化大革命＝文革」（1966～76 年）が終焉し

た翌年に，10 年間も中断された全国大学統一入

試制度は復活したものの，教育資源（設備，教員

等）が乏しく，全日制普通高等教育の学生募集

定員が厳しく制限されざるを得なかった。他方，

経済発展優先への舵が切られた中国共産党第

11 回大会第 3 次中央委員全体会議（「三中全会」，

1978 年 12 月）以降，経済成長に必要不可欠な大

卒など高学歴者への社会的需要が高まり，10 年

以上も大学受験を諦めざるを得なかった数多く

の若者も大学進学を渇望した。それに，鄧小平

が 1980 年に提唱した幹部任用の「四化＝革命

化・若年化・知識化・専門化」基準の制度化(注1)

が影響し，各級の共産党組織・行政機関（以下，

党政機関と略す）や国有企業に勤める者ばかり
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でなく，各界の高学歴に対する需要が急増する

ようになった(注2)。普通高等教育機関の供給能

力と高学歴への社会的需要の間で大きなギャッ

プが生じ，それは社会人を対象とする成人高等

教育が成長するチャンスとなった。

こうした時代背景をもつ中国の成人教育は，

欧米や日本などの先進国で見られる生涯教育・

学習［渡邊 2002；高橋 2017］や特定の階層を対

象とする職業訓練［OECD 2010; Jarvis 2010; Duke

and Hinzen 2011］，あるいは計画経済期の中国で

行われた識字教育や技能研修［Hunter and

Keehn 2018；何紅玲 2004；応永祥・王憲平 2009］

のようなものだけでなく，むしろ数年間で大

専・大卒等の資格を取得する目的の，いわゆる

「成人高等学歴教育」が主流であった。改革開

放時代の下，幹部任用の要件としての「知識化，

専門化」が具現化されねばならず，県級以上の

党政機関では大専・大卒以上の学歴が原則とし

て主要幹部任用の必要条件とされ，給与にもこ

うした最終学歴が反映される人事制度があるた

めである［孫世路・方敬・易濱 1989］。

近年の中国で，情報技術の進歩，普及と相まっ

て，中央から地方の各レベルの党政機関や事業

体(注3)・社会団体等（以下，事業体等と略す）に

勤める主要幹部の個人情報が詳らかに公開され，

指導者層の高学歴現象が確認できる(注4)。中央

や各省・自治区・直轄市（以下，省区市と略す）

の要職に辿り着いた指導者はそのほとんどが

1950 年代，60 年代に生まれた世代であり［徐豪

2016］，彼らが普通高等教育を受けるべき年頃

はちょうど「文革」の時期に当たり，あるいは

教育資源の乏しい 1980 年代であった。この世

代では，普通高等教育機関に進学できた者はご

く限られた一部の幸運者にすぎなかった。にも

かかわらず，数多くの者が大専卒・大卒以上の

学歴をもっているのは就職後，成人教育を受け

ることができたからにほかならない。もちろん，

このような現象は企業を含む様々な組織で働く

大勢の社会人の中にも存在する。

周知のように，近代経済学では学校教育が

人々の潜在的能力を表す人的資本として重要視

され，教育水準または教育年数が就職，昇進，

給与に及ぼす影響の有無や強さ，時間の経過に

伴うそれらの変化について個票データを用いた

計量分析は，労働経済研究の大きな流れとなっ

ている。中国の労働経済に関する研究では，全

国をカバーする個票データの開発および一般公

開が進んでいることもあり，国内外で膨大な実

証研究の成果が蓄積し，教育と収入，昇進との

関係に関する理解が深化している［李実・史泰

麗・古斯塔夫森 2008；厳 2016a，2016b］。また，

所得格差や不平等に対し教育が重要な影響を与

えることも多くの実証研究で明らかとなってい

る［Knight and Li 1993; Riskin, Zhao and Li 2001;

薛・荒山・園田 2008］。

こうした既存研究では，最終学歴または教育

年数を 1 つの質点として扱う傾向が強く，教育

達成の要因分析や教育格差のメカニズムを研究

するものも多い［Postiglione 2006; Hu and Hibel

2014; Knight, Sicular and Yue 2013; 南・牧野・羅

2008; 厳 2015］。ところが，中国の成人高等教育

では入試制度や教育方法が多くの問題を抱え，

教育の質的保証も十分でないといった批判が多

い［余小波 2008; 周春花 2013；李保国 1995］。中

国の高等教育を深く理解するには，普通教育と

成人教育を区別してそれぞれの基本状況と相互

関係，労働市場における就職や昇進，収入への

効果を実証的に分析することも欠かせない(注5)。
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残念ながら，そうした問題意識に基づいた先

行研究は日本語文献では皆無に近く，中国語文

献でもほとんど見当たらない。日本語文献では，

南部［1994］，黄［1995; 2000］，鮑［2002; 2004］，

吉田［2007］，および劉［2006］，石井［2010］は

それぞれ中国における成人高等教育の一部分を

研究テーマとしているが，ほとんどが制度の解

説や実態の記述的分析に留まっている。また，

中国には成人高等教育を専門的に扱う学術雑誌

として『継続教育研究』や『成人教育』はある

が，掲載論文は主として成人教育制度の仕組み

や特徴，入試制度，教育の内容・方法・質的保

証にかかわる問題の定性的または記述的分析に

集中する傾向があり［姜金林 2003; 李国斌・屈兵・

楊学祥 2007; 余小波 2008; 張晨晨 2013］，普通高

等教育と比較し成人高等教育の収入増に及ぼす

効果を計量分析するものもごく少ない［許玲麗・

馮帅章・陳小龍 2008; 儲慶 2011；楊中超 2017］。

そこで本稿では，上述の問題意識および先行

研究の到達状況を踏まえ，ここ 40 年間の中国

における「成人高等学歴教育」に焦点を絞って，

普通高等教育と比較しながら，成人高等教育の

実態と特徴を描き出し，成人高等教育が就業者

の収入に及ぼす効果を実証的に明らかにするこ

とを主な目的とする。国家統計局が行った人口

センサスや教育統計の集計データ，中国人民大

学等が開発した中国総合社会調査（Chinese

General Social Survey:CGSS）の個票データを用

いるが，分析対象は，所定の課程を履修し大専

卒や大卒といった資格の取得を目的とする者に

限定し，生涯学習，短期間の技能研修といった

「非学歴教育」は本稿の分析対象外とする(注6)。

本稿の構成は以下の通りである。第Ⅰ節では，

2000 年と 2010 年の人口センサスに基づいて，

大専卒以上の学歴をもつ人口が急増し，その相

当部分が成人教育の拡張に起因したことを明ら

かにする。第Ⅱ節では，成人教育に関する制度

の仕組みと変遷を概観し，成人教育の特徴と問

題を整理する。第Ⅲ節では，人口センサスと

CGSS で捕捉された高等教育の関連情報を比較

し，CGSS に基づく実証研究の可能性を検討し

た上で，成人教育の実態を明らかにし，高等教

育にアクセスする機会の有無およびその規定要

因を分析する。第Ⅳ節では，就業者全体，非農

業就業者，さらに大専卒・大卒就業者を対象に

それぞれの収入関数を推計し，収入に及ぼす成

人教育の効果を計量的に分析する。最後に，本

稿の分析結果をまとめ，その政策的含意を検討

する。

Ⅰ 人口センサスにみる高等教育の
発展状況

中国は国際社会の慣行に従い 10 年毎に人口

センサスを実施している。ここで 2000 年と

2010 年の人口センサスに基づいて大専以上の

高等教育の発展状況を確認する。表 1 に 2 つの

センサスにおける大学専科，大学本科および大

学院の人数（在学者を含む）と，10 年間の変化が

示されているが，同表の数字からは中国の高等

教育がこの間大きな躍進を遂げたといっても過

言ではない。大専または大学の学歴をもつ者は

この 10 年間で 4314 万人から 1 億 1424 万人へ

と 7110 万人増加し，増加率は 165 パーセント

に達した。

ところが，国家統計局の教育統計によれば，

2001 年から 2010 年にかけての 10 年間，普通高

等教育を受けて大専または大学を卒業した者は
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3415 万人しかなく，普通高等教育機関の在学者

も 1676 万人増えただけである(注7)。高齢など

で亡くなった高学歴者も相当数に上ることを考

え合わせると，この間の中国では，2000 万人以

上（増加分のおよそ 3 分の 1）の者は普通高等教

育でなく，成人教育制度を利用して高等教育の

学歴を取得したと推測することができよう。

成人教育を経由して学歴を高めた人々の年齢

分布については，2 つの人口センサスの集計

データから捉えることができる。図 1 は調査実

施年と調査時年齢に基づいた，生年コーホート

の大専以上人口割合を示すものである。例えば，

2000 年人口センサスにおける 22 歳以上（1978

年以前生まれ）の者は基本的に大学または大専

を卒業していたとするなら，2010 年人口センサ

スで捉えた同年齢層の大専以上人口割合の上昇

分は，成人教育を受けてより高い学歴を手にし

た者の増加に由来したものとみてよい。具体的

には，1950 年代から 70 年代に生まれた者（つ

まり，2000 年人口センサス実施時の 21～50 歳）の

うち，2000 年からの 10 年間で大専以上の学歴

を手にした者が 1518 万人に上る（1950 年代生ま

れ，60 年代生まれと 70 年代生まれの割合はそれぞ

れ 6.4 パーセント，23.3 パーセント，70.3 パーセン

ト）。ただし，1978 年以降生まれた者における

大専以上人口割合の上昇は普通高等教育の飛躍

的な発展によった部分も大きいはずだが，人口

センサスの集計データではそれを区別すること

ができない。

大専・大学・大学院別，性別と年齢層別で高

学歴者割合の上昇幅について計算してみたとこ

ろ，図 2 に示された結果が得られた。2000 年調

査時に，25 歳以上の者はそれ以降基本的に普通

中国における成人高等教育の拡張および就業者収入増への効果
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表 1 2000 年と 2010 年における高学歴者の変化状
況

（単位：万人，％）

大専 大学 大専大学計 大学院
2000 年 2,899 1,415 4,314 88
2010 年 6,861 4,563 11,424 414
増加数 3,963 3,148 7,110 325
増加率 137 222 165 368

(出所) 国家統計局編『中国 2000 年人口普査資料』，同
『中国 2010 年人口普査資料』より作成。

図 1 生年コーホートにみる大専以上人口の割合（全国）

（出所）表 1 に同じ。
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高等教育を受けることがないとするなら，10 年

間経過して 35 歳以上となった彼らの学歴の上

昇幅は成人教育を通して達成したものと理解し

てよい。それを踏まえて，同図から以下の事実

を指摘することができる。第 1 に，男女を問わ

ず成人教育を通して学歴を高めた者が多い。第

2 に，比較的若い年齢層ほどその可能性が高い。

言い換えれば，加齢と共に成人教育を通して学

歴を高めた者が減少する。第 3 に，女性に比べ

て男性が学歴を高めようとする傾向が強い。

とはいえ，高等教育の急速な発展をけん引し

たのは主として普通高等教育機関であり，それ

を背景に，成人教育の制度改革が行われ，成人

教育の使命も次第に変化した。ここで，普通高

等教育の発展状況に触れておこう。

図 3 は国家教育省が承認した普通高等教育機

関（私立の大学・大専も含む）に入学した者の 18

歳人口比（進学率），および在校生数の推移を表

すものである(注8)。前述のように，「文革」が終

焉した翌年の 1977 年に，全国大学統一入学試

験が復活した。1980 年代前半までの数年間，新

入生の募集定員は毎年数十万人しかなく，各年

の変化も大きかったが，1985 年頃から高等教育

制度がほぼ正常に機能した。募集定員は徐々に

増え，28.1 万人だった 1980 年の入学者は 90 年

に 60.9 万人に，99 年に 159.7 万人へと急増した。

また，進学率は 1985 年に 2.8 パーセント，99 年

に 8.4 パーセントと依然として低い。実際，中

国の大学がエリート教育から大衆化教育への移

行を果たしたのは，世界貿易機関（WTO）に加

盟した翌年（2002 年）のことである(注9)。

1999 年に，中国政府は高等教育の市場化方針

を決定し，受益者負担の原則を高等教育の中に

導入した。以来，政府の教育予算だけでなく，

授業料の有償化で大学等の新設や規模拡大に莫

大な資金が投入されている。その結果，普通高

等教育機関の募集定員が急増し，進学率も急伸

した。図 3 のように，2015 年には在校生は

6

図 2 2000-2010 年間における大専以上人口割合の上昇幅
（年齢は 2010 年ベース）

（出所）表 1 に同じ。
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2600 万人を超え，同年の 18 歳人口に占める進

学者の比率は 48.5 パーセントに高まった(注10)。

2010 年代後半に高卒者のほぼ全員が高等教育

機関に進学できるようになった(注11)。

高等教育の大衆化に伴い，大卒等の高学歴が

就職，給与，昇進などで果たした役割も大きく

変化した［李 2011；Xue 2012；厳 2016a］。また，

普通高等教育における需給関係が激変したこと

で，成人教育に対する社会の見方も徐々に変わ

りつつある。

Ⅱ 成人教育の制度と実績

現代中国における高等教育制度や大学入試制

度については優れた研究成果が多く［大塚 1996;

2007］，高等教育システム，教育予算，科学研究

などに関する包括的な報告書もある［CRCC

2011］。しかし，これらの文献は主として普通

高等教育を対象としたものであり，成人教育に

ついての分析は必ずしも十分とはいえない。本

節では，高等教育の急速な発展の一翼を担う成

人教育に焦点を絞り，成人教育制度の変遷を俯

瞰し，成人教育の実績を統計データに基づいて

明らかにする。

1．成人教育制度の概観

中国の学校教育は，全日制の初等教育（小学

校），中等教育（中学校と高校）および高等教育
（職業技術学院，大学専科，大学本科と大学院）の 3

段階から構成され，それと併行し，学校教育を

終えた成人を対象とする識字教育や技能訓練，

特に 1970 年代末以降注目されてきた大専卒・

大卒等の資格取得目的の「高等学歴教育」といっ

た社会教育(注12)も制度として整備されている。

中国における成人高等教育の拡張および就業者収入増への効果
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図 3 普通高等教育機関への進学率および在校生数の推移

（出所）国家統計局編『中国統計年鑑』各年版，同『中国 2010 年人口普査資料』より作成。
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初等教育と中学校の 9 年間は授業料無償の義務

教育だが，高校以上の普通教育も成人教育も

1990 年代末以降基本的に有償化となっている。

大専卒・大卒等の資格を取得する手段として，

普通高等教育のほか，放送大学や夜間大学，独

学大卒認定試験（以下，独学試験と略す），イン

ターネット（網絡）教育といったものも，様々な

事情を抱える社会人のニーズに応える形で補完

し合いながら存続し，また，時代の変化に適応

するため，成人教育の形態も自ら進化してきて

いる。表 2 は普通教育と成人教育の概要をまと

めたものであり，ここで，同表および附表に基

づいて中国における高等教育，特に成人高等教

育制度の大枠を俯瞰する。

第 1 に，大卒や大学院修了といった学歴は，

人口センサスなどの政府の公式統計では一括り

に集計されるが，実際，普通高等教育機関（大

学院の場合は中国科学院，社会科学院等も含む）ば

かりでなく，様々な成人教育，中でも教育省が

承認していない中央党校(注13)系列の学校を卒

業した者も数多く含まれる事実に注意を払わな

ければならない。日常生活の中で同じ「大卒」

でも，それを取得した方法が普通教育か成人教

育かにより，それへの評価は異なり，就職や昇

進の際，学歴の中身が問われることも多いから

である。

第 2 に，1970 年代末から，社会人を対象とす

る放送大学，夜間大学，独学試験などのブーム

が巻き起こった。高等教育を受けたい個人の思

惑と高度人材を求める社会のニーズが合致した

ことは重要な時代背景であったが，普通高等教

育が大衆化の時代を迎えた 1990 年代末以降，

成人教育も様々な制度改革を余儀なくされるこ

とになった。普通高等教育の市場化(注14)，大学
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表 2 中国における普通・成人高等教育の概観

開始時期ま
たは運営期
間

全国統一入
学試験の有
無

教育省によ
る 学 歴・学
位承認の有
無

授業形態 変化傾向

A. 普通高等
教育研究
機関

大学院 1977 年 ○ ○ 全日制 拡張
4 年制大学本科
／ 2・3 年制専科 1977 年 ○ ○ 全日制 拡張

B. 普通高等教育機関運営の成
人教育

1980 年代
初頭 ○ ○ 通信・夜間・

全日制
拡張→網絡
教育に改編

C. 独立成人
高等教育
機関

放送大学 1979 年 × ○ 映像配信等 縮小
職工・農民高等
学院／管理幹部
学院／教育学院
／独立通信学院

1970 年代末 ○ ○ 通信・夜間・
全日制

縮 小・消 失
→一部は普
通の大学に
再編

D. 独学専科卒・大卒認定試験 1979 年 ○ ○ 独学と補習 縮小・消失
E. インターネット(網絡)高等

教育(継続教育) 1990 年代末 × ○ インターネッ
トと補習 拡張

F. 中 央 党
校・地 方
党校

大学院 1985 年 ○ ○ 通信・夜間・
全日制 拡張

成人教育 1985～
2011 年 × △ 通信など 縮小・消失

（出所）附表に同じ。



の新設や規模拡大に対する規制緩和が進む中，

高額の授業料を徴収可能な全日制大学の運営す

る成人教育は急速に募集定員を増やしていった。

それとは対照的に，独立成人教育機関，独学試

験，党校といった伝統的な成人教育は新たな形

態に再編されながら縮小することとなった。

中でも，中央党校系列の成人教育の展開が注

目される。教育省の承認を受けていない(注15)

にもかかわらず党政機関などの幹部任用・昇進

で有効とされる，中央党校系列の大専・大学教

育は 2008 年についに存続することができなく

なった(注16)。2017 年現在，中央党校および 14

省区市級の党校で普通コース，または社会人

コースの大学院教育のみが教育省によって認め

られている。

第 3 に，情報技術の進歩と普及を背景に，成

人教育は対面授業や通信教育からインターネッ

トを活用する遠隔教育にシフトしつつある。い

つでも，どこでも勉強できるようになった今日，

高等教育へのアクセス自体がさほど難しくなく

なっている。これは大いに評価されるべき事象

であろう。しかし同時に，大専卒や大卒という

学歴の質的低下も広く指摘された事実である
［李進才 1990；李保国 1995；周春花 2013］。利益

追求に走る教育機関が横行し，教育体制（教員，

施設など），教育内容（カリキュラム），および教

育方法（インターネットなどの遠隔教育）に多く

の問題があるからである。

このように，人口センサスなどで捕捉された

大専卒や大卒という学歴は，エリート教育と大

中国における成人高等教育の拡張および就業者収入増への効果
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表 3 2000 年前後の中国における成人高等教育の実態
（単位：校，万人）

年 次 1998 1999 2000 2001 2002

学
校
数

放送大学 45 45 45 45 45
職工・農民高等学院 570 510 469 412 360
管理幹部学院 153 146 117 104 97
教育学院 190 166 138 122 103
独立通信教育学院 4 4 3 3 2
合計 962 871 772 686 607

卒
業
生
数

放送大学 17.0 17.0 9.9 10.9 14.0
職工・農民高等学院 9.6 10.2 9.9 9.1 8.9
管理幹部学院 6.1 6.6 6.4 5.7 5.5
教育学院 6.6 6.9 6.3 5.5 7.7
独立通信教育学院 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
小計 39.7 41.2 32.9 31.7 37.1

普通高等教育機関運営の成人
高等教育卒業生数 42.9 47.7 55.2 61.4 80.4

通信教育 31.0 32.8 42.3
夜間大学 10.6 11.5 14.3
全日制成人教育 13.6 17.1 23.7

成人高等教育卒業生合計 82.6 88.8 88.0 93.1 117.5

（出所）国家統計局編『中国統計年鑑』1999～2003 年版より作成。



衆教育，普通教育と成人教育，全国統一入学試

験の有無，教育省による学歴承認の有無などで

質的に大きく変わった内容を含んでいる。

成人高等教育の制度変化を反映して政府統計

の指標体系も 2003 年までと 2004 年以降とでは

大きく調整されている。ここでは，1988～2002

年における成人教育の実態を示す表 3 に基づい

て説明する。この 5 年間，中央ならびに省区市

級の放送大学を除く各種学院は一様に学院数を

減らしたが，放送大学の卒業生が減少し，各種

学院の卒業生が比較的安定した。学校数が急減

した主な理由の 1 つとして，中央省庁および地

方政府の教育局等が所管する成人高等教育機関

は，組織の再編などを経て普通高等教育機関に

昇格したと考えられる(注17)。また，学院数が減

少する中，卒業生があまり変わらなかったのは，

学院の規模が全体として拡大し続けたからにほ

かならない。この頃の中国では，成人高等教育

は大きな構造変動を伴って発展していったとい

える。

さらに注目すべきは，普通高等教育機関が運

営する成人教育の拡張である。5 年間で卒業生

が倍近く増え，中でも，全日制成人教育（原語で

は「成人脱産班」）の増加が際立つ。この人たち

は基本的に，全国大学統一入学試験で落第した

ものの，所定の点数を上回り，高めの授業料を

納めることで，成人定員枠で入学した者である。

実に，入り口が異なった 2 種類の学生が同じ大

学に入り，専門分野や課目の設置，科目の担当

教員まであまり変わらないような成人教育は，

高等教育の市場化が決定した 1990 年代末から

盛り上がった。利益追求に走り，従来の成人教

育の目的とかけ離れた大学教育に対して厳しい

社会的批判も向けられた。それを受け，教育省

は 2008 年に，普通高等教育機関による全日制

成人教育の募集停止を決定した［劉奉越・翟暁梅

2009］。

2．高等教育全体の発展と成人教育の貢献

国家統計局発布の統計公報によれば，1982 年

に，全日制普通教育を受けた大専卒と大卒は 45.

7 万人，成人教育および独学試験で高学歴を取

得した者は 20.4 万人に上るが，1984 年にはそ

れぞれが 28.7 万人，16.4 万人である。高等教育

卒者に占める成人教育の割合はこの 2 年にそれ

ぞれ 30.8 パーセント，36.4 パーセントと高い。

また，全国大学統一入学試験が復活した直後の

不安定な様相もこうした統計から読み取れる。

図 4 は高等教育体制がほぼ安定した 1984 年

からの 21 年間における卒業者数および教育形

態別卒業者構成の推移を表すものである。この

間，高等教育を卒業した者は合計で 3920 万人

に達するが，普通高等教育が 44 パーセント，成

人教育が 38 パーセント，独学試験が 18 パーセ

ントをそれぞれ占める。成人教育が高度人材の

養成で大きな役割を担ったことが分かる。

図 4 を詳しく見ると，以下の 2 点が指摘でき

る。第 1 に，卒業者数は増える傾向にあったも

のの，1988～94 年の横ばい時期もあれば，

2001～04 年の激増ぶりも見て取れる。第 2 に，

普通高等教育のシェアが比較的安定しているが，

成人教育が縮減し，独学試験が膨れ上がった。

ただ，2003 年，04 年には成人教育と独学試験の

関係が逆転する様相を呈している。

高等教育制度の変遷に伴い，高等教育に関す

る統計が 2004 年以降，普通教育，成人教育およ

びインターネット（網絡）教育の三大類別で行

われるようになった。普通高等教育に関しては，
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統計データが前のものと比較可能だが，成人教

育もインターネット教育も新しい状況に合わせ

て調整されたものである。

教育省統計によれば，様々な形で高等教育学

歴を取得した者は 2004 年に 468 万人だったが，

2015 年には 1097 万人へと倍以上増えた。その

うち，普通教育卒業者の占める割合は同期間中

51.1 パーセントから 62.1 パーセントへと 10 ポ

イント上昇した。また，この 12 年間の卒業者

は合計で 9774 万人，それに対する普通教育の

割合は 63.4 パーセント，成人教育およびイン

ターネット教育がそれぞれ 22.7 パーセント，

13.9パーセントである。成人教育等の割合は以

前に比べて幾分下がったものの，依然 4 割近く

の高い水準を保つ(注18)。

図 5 は 2004 年から 2015 年にかけての高等教

育の発展状況を大専・大学別に示したものであ

り，同図から大専も大学もほぼ同じペースで急

拡大を続けた姿が確認できる。数字を挙げて具

体的に説明しよう。大専，大学の卒業者はこの

12 年間でそれぞれ 2.1 倍，2.7 倍に膨れ上がっ

たが，卒業者数では大学は 2015 年に 520 万人

と大専の 577 万人に及ばない。ただ，普通高等

教育に関しては，大専から大学へのシフトが進

み，全期間でみると両者はほぼ互角の状態で

あった。

また，非全日制高等教育では，大学本科が安

定的な状況であるのに対し，大学専科がイン

ターネット教育のシェア増大に伴ってさらに拡

張している。大専卒業者に占める普通高等教育

の割合は 2008 年から 15 年の 7 年間で，66 パー

セントから 56 パーセントに下がったのに対し，

インターネット教育が 11 パーセントから 20

パーセントに上昇したのである。

また，教育省の統計には計上されないものの，

党政機関など様々な組織で昇進や昇給の際に有

効とされる中央党校系統の高学歴をもつ者も，

全国で 320 万人に上る(注19)。党校系統で高学

中国における成人高等教育の拡張および就業者収入増への効果
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図 4 教育形態別高等教育（大専・大学）卒業者数およびその構成の推移

（出所）普通高等教育は国家統計局編『中国統計年鑑』各年版，成人教育および独学試験は余小波［2008］
による。
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歴を取得した者は当然ながら，その学歴を自認

し，人口センサス等の調査時にはそれを大専卒

または大卒として申告するであろう。以下の実

証分析では，中央党校系統の卒業者も当然含ま

れる。

Ⅲ 成人教育の特徴と規定要因
―CGSS に基づいて―

1．CGSSにみる高等教育の発展状況

1980 年代以降の中国における高等教育の発

展状況，および非全日制成人教育の果たした役

割について，国家統計局の人口センサスや教育

省の業務統計からそれぞれの全体的状況や特徴

を描き出した。ところが，人口センサスの集計

データだけでは個々人の居住地域や属性が高等

教育にアクセスする機会とどのような関係をも

ち，また，成人教育と収入の関係についても不

明な点が多い。そこで，本研究では成人教育に

関する設問が盛り込まれた中国総合社会調査
（CGSS）の個票データを用い，かかる課題の解

明に取り組む。CGSS の各調査票には調査時の

最高学歴に関する設問があり，回答用の選択肢

にある「大学専科」，「大学本科」についてはさ

らに「成人高等教育」か「正規高等教育」かの

区別も明記されている(注20)。中国人民大学は，

2003 年から全国の都市と農村で厳密な社会調

査法に則ったサンプリング調査を実施し，2018

年 1 月 1 日現在，2003 年，05 年，06 年，08 年，

2010～13 年，および最新の 2015 年の計 9 回の

個票データを国内外の研究者等に公開している

が，そうした情報を用いた研究論文は 2018 年 1

月現在ほとんど見当たらない(注21)。本稿は

CGSS による成人教育に関する初めての本格的

な研究といえよう。

CGSS における学校教育の調査結果がどの程

12

図 5 学歴別卒業者および教育形態別構成の推移

（出所）国家統計局・国家数据（http://data.stats.gov.cn/easyquery.htm?cn = C01）より作成。
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度全国の状況を正確に反映するかについて，人

口センサスに照らし合わせて検討する必要があ

る。ここで，CGSS の個票データを解析し，生

年コーホートに基づく大専以上人口の割合（大

専・大学および大学院の卒業・修了者と在学生）を

算出し，人口センサスの結果と比較する。直近

の人口センサスは 2010 年に実施されたもので

あり，それに合わせて CGSS2010 を利用すべき

だが，後者のサンプル数を増やし集計結果の安

定性を高めるため，ここでは 2010 年から 13 年

中国における成人高等教育の拡張および就業者収入増への効果
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図 6 生年コーホートにみる大専以上人口の割合

（出所）国家統計局編『中国 2010 年人口普査資料』，中国総合社会調査（CGSS)
2010-13 の個票データより作成。
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の 4 調査の個票データを 1 つのデータセット
（以下，CGSS 調査と略す）に結合して利用する。

図 6 は CGSS 調査と人口センサス 2010 にお

ける大専以上人口の割合を生年コーホートに基

づいて推計した結果を農村・都市別に示したも

のである(注22)。同図から見て取れるように，

CGSS 調査に基づいた推計値が非常に高い信

ぴょう性を有することが分かる。2 つのデータ

系列がほぼ同じ傾向性を呈するだけでなく，そ

れぞれの数値もかなり近い。こうした事実から

CGSS を解析し，その結果をもって，全国の都

市と農村における高等教育の実態や特徴を推測

することが可能であるといえる。

図 6 が示すように，農村と都市を問わず，生

まれた時代により高等教育を受ける機会がまる

で異なり，全体として若い世代ほど大専以上の

教育にアクセスする機会が飛躍的に増大すると

いえる。他方，都市部で暮らす大専以上人口の

割合が農村部のそれを大きく上回っているもの

の，その格差は 1960 年代末以降生まれの世代

では急速に縮小する傾向にある。人口センサス

2010 によれば，1950 年から 68 年生まれの世代

では，都市対農村はおよそ 20～30 倍で推移し

たが，1968 年以降生まれの格差状況は急速に改

善し，1970 年生まれの 20 倍から 89 年生まれの

3 倍程度にまで低下した。改革開放以降，成人

教育を含む高等教育全般の発展により農村・都

市間における高等教育学歴の格差縮小がもたら

されたのである。

2．CGSS調査にみる成人教育

CGSS 調査では，調査対象者に調査時の最終

または最高学歴（13 段階），および最終学歴の取

得年次に関する設問があり，最終学歴が大学専

科または大学本科である場合，成人教育か普通

教育かの区別も分かるようになっている。

CGSS2010-13 の集計結果によれば，最終学歴の

取得年次が判別できる者は農村部，都市部でそ

れぞれ 7782 人，1 万 8189 人に上るが，大専卒

以上が占める割合は農村部が 3.1 パーセント
（242 人），都市部が 29.1 パーセント（5297 人）で

あり，農村部と都市部で暮らす者の間に学歴格

差が顕著に存在することが分かる。また，最終

学歴を取得した時期を 1960 年代まで，70 年代，

80 年代，90 年代と 2000 年代以降の 5 つに分け

てみると，大専卒以上人口の割合は，農村部が

それぞれ0.4パーセント，0.2パーセント，0.8パー

セント，2.4パーセント，16.3パーセント，都市

部がそれぞれ 9.2 パーセント，4.5パーセント，

18.4パーセント，33.4パーセント，65.9パーセン

ト，となっている。農村部，都市部を問わず，

1990 年代以降，高等教育が急速に拡張しつつ

あったことが分かる。これはまた全国の集計

データから見られた結果とも合致している。

高等教育全般の発展に対し，成人教育がどの

ような貢献を果たしたかを明らかにするため，

ここで，高等教育に占める成人教育の割合を農

村・都市別，大専・大卒別，卒業年代別に算出

し，その結果を図 7 に示す。農村部と都市部の

双方を含む成人教育全体の状況を表す図 7-①

を見ると，大専卒，大卒における成人教育の割

合は全期間を通して，それぞれ 42.2 パーセント，

31.8 パーセントに達しており，成人教育が高等

教育全体の発展に大きく貢献したことが理解で

きる(注23)。図 7 には示されていないが，大専

卒・大卒に占める成人教育の割合は全体として

37.5 パーセント，卒業年代別でみた同割合はそ

れぞれ 17.3 パーセント，23.9 パーセント，40.2

14
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図 7 卒業年代別成人教育卒者の割合

（出所）中国総合社会調査（CGSS)2010-13 の個票データより作成。
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パーセント，41.2 パーセント，38.1 パーセント

となっている。普通高等教育が大衆化した

2000 年以降，成人教育の存在意義は下がってい

ると言える。

ところが，大専卒・大卒別，卒業年代別で成

人教育の割合をみると，成人教育の役割が時間

の経過とともに変化してきたことも判明する。

具体的には，概ね以下のような傾向が観測され

る。大専卒における成人教育は 1980 年代，90

年代にわたり，重要な役割を果たしたが，2000

年代以降はその役割が顕著に縮小している。そ

れとは対照的に，大卒における成人教育は 1980

年代以降の全期間でその重要性を増し続けた。

24.3 パーセントだった 1980 年代の成人教育の

割合は 2000 年代以降 35.9 パーセントに上昇し

たのである。

成人教育と高等教育全般の関係に関する上述

の現象は，農村部のサンプルを対象とした図 7-

②では明確に観測できないが，都市部を対象と

した図 7-③では，全体とほとんど同じ傾向，す

なわち，大専卒では成人教育の割合が高いもの

の下がっていること，大卒では成人教育の割合

が急速に上がり続けていることが見て取れる。

以上を要約すると，改革開放が始まった 1980

年以降の中国では，成人教育は高等教育の発展

に大きく貢献し，しかも農村部と都市部の双方

についてその事実が確認できる一方，時間の経

過とともに，大専卒における成人教育の役割は

弱まり，大卒における成人教育の役割が強まっ

ている。このことは，都市部でより一層顕著に

観測される。また，2000 年代に入ってから，成

人教育の存在意義は全体として下がっている。

3．成人教育機会の規定要因

世の中には様々な職業で働く者がいる。ある

者は高卒など中等教育の学歴しかもたないのに

対し，ある者は普通高等教育を受け，また，あ

る者は成人教育制度を利用して大卒などの高学

歴を取得する。もちろん，学歴の相違により

個々人の就く職業も収入も異なる。そこで，高

等教育を受けたか，どのような高等教育を受け

たかということと，個人の属性や勤務先の形態

の間に，どのような関係が存在するかを分析す

ることは大きな意義をもつ。

ここで，CGSS の中から，最終学歴が高卒，

大専卒・大卒である対象者を抽出し，高卒，成

人高等教育卒，普通高等教育卒のいずれかを規

定 す る 要 因 に つ い て 計 量 分 析 を 行 う。

CGSS2010-13 の対象者では，都市部における高

卒が 52.1 パーセント，成人高等教育卒が 17.4

パーセント，普通高等教育卒が 30.5 パーセント，

また，農村部におけるそれぞれが 80.5 パーセン

ト，6.4 パーセント，13.1 パーセントと，都市・

農村間に大きな学歴格差が存在する。

ここでは，最終学歴が高卒，成人高等教育卒，

普通高等教育卒である者をそれぞれ 1，2，3 と

する被説明変数を作成し，それを規定する要因

として個人の属性，勤務先の形態，卒業年代，

居住地域などを想定し，多項 Logistic モデルを

作成する。表 4 は高卒後の進路を規定する要因

の推計結果を示すものであり(注24)，B，Exp(B)

はそれぞれ偏回帰係数，オッズ比(注25)である。

以下，各説明変数の有意水準を吟味しながら，

成人教育の規定要因に関する統計的事実を明ら

かにする。ただし，すべての記述はほかの条件

が同じである場合の効果である。

第 1 に，都市部では，男女の高等教育にアク

16
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表 4 高等教育（高校→大専または大学）獲得形式の規定要因（多項 Logistic モデル）

都市部 農村部
B Exp(B) B Exp(B)

成人高等教育
都市：17.4％
農村：6.4％

定数項 -2.224 *** -3.321 ***
男性 -0.002 0.998 -0.406 0.666 *
漢族 0.005 1.005 -0.003 0.997
共産党員 1.658 5.250 *** 1.517 4.557 ***
党政機関 1.465 4.327 *** 1.172 3.227 *
各種企業 0.447 1.564 *** -0.085 0.919
事業体等 1.702 5.487 *** 2.100 8.166 ***
東部地域 0.530 1.699 *** -0.233 0.792
中部地域 -0.080 0.923 0.216 1.242
1970 年代までに卒 -2.173 0.114 *** -3.043 0.048 ***
1980 年代卒 -0.758 0.469 *** -1.132 0.322 ***
2000 年以降卒 1.149 3.155 *** 1.160 3.190 ***

普通高等教育
都市：30.5％
農村：13.1％

定数項 -1.837 *** -3.213 ***
男性 0.006 1.006 -0.203 0.816
漢族 -0.038 0.963 0.132 1.141
共産党員 1.296 3.655 *** 0.799 2.223 ***
党政機関 1.118 3.060 *** 0.959 2.609 *
各種企業 0.401 1.493 *** -0.158 0.854
事業体等 1.270 3.561 *** 0.842 2.321 ***
東部地域 0.805 2.236 *** 0.098 1.103
中部地域 0.058 1.060 0.122 1.130
1970 年代までに卒 -1.126 0.324 *** -1.214 0.297 ***
1980 年代卒 -0.655 0.520 *** -0.607 0.545 +

2000 年以降卒 1.336 3.802 *** 2.152 8.604 ***
Cox と Snell 0.284 0.240
Nagelkerke 0.328 0.338
McFadden 0.166 0.222
観測数 11,796 1,769

（出所）中国総合社会調査（CGSS2010-13）の個票データより作成。

（注）(1)***，**，* はそれぞれ 1％，5％，10％以下で有意であることを表す。
(2)参照カテゴリーは高卒レベルであり，性別，民族，政治的身分，地域はそれぞれ，女性，少数民族，非共産

党員，西部地域が参照カテゴリー，勤務先の形態，卒業年代はそれぞれ，非雇用就業，1990 年代卒が参照カテ
ゴリーである。

(3)非農業従事者を対象とした推計結果である。
(4)調査年ダミーの係数は表に示されていない。



セスする機会は平等であり，農村部でも男女間

で普通高等教育機会の格差は検出されない。農

村部の男性は成人教育を受ける機会が比較的少

ない。女性に比べ，男性は高卒でなく，成人教

育を受ける見込みが 0.7 倍程度しかないからで

ある。

第 2 に，漢族か少数民族かの違いによって高

等教育にアクセスする機会に有意な差が検出さ

れない。都市部と農村部の双方において，高卒

→成人高等教育，および高卒→普通高等教育の

どちらでも，漢族が少数民族に比べ恵まれた状

況にあるとはいえないのである。

第 3 に，一般人に比べ，共産党員である者は

高卒でなく，成人高等教育卒である確率が都市

部，農村部でそれぞれ，5.25 倍，4.56 倍となっ

ている。これは普通高等教育卒である確率（都

市部が 3.66 倍，農村部が 2.22 倍）よりはるかに高

い。共産党員という政治的身分をもつ者は，成

人高等教育を受けて大卒等の学歴を取得した傾

向が相対的に強いことが示唆される。

第 4 に，勤務先の類型と成人高等教育の関係

に関しては，非雇用就業者に比べ，党政機関，

各種企業，事業体等に勤める者は高卒でなく，

高等教育卒である確率が数倍も高い。しかも，

それが都市部，農村部の双方でみられる。興味

深いのは，非雇用就業者に比べ，党政機関にお

いては成人高等教育卒である確率が普通高等教

育卒である確率を上回り，都市部ではそれが

4.33対 3.06，農村部では 3.23 対 2.61 となってい

る。事業体等に関しても全く同じことがいえる。

公権力の強い組織に成人高等教育を受けた者が

多い，という社会的認識が統計的に裏付けられ

る形となったのである。

第 5 に，時間の経過とともに，高卒後，成人

高等教育，あるいは普通高等教育に進む傾向が

全期間にわたり持続し，2000 年代以降は，都市・

農村を問わず，成人高等教育よりも，普通高等

教育にアクセスする勢いが強まっていることが

読み取れる。

以上の分析から明らかとなった事実は，共産

党員という政治的身分をもつ者や，党政機関や

事業体等に勤める者はほかの者に比べ，成人教

育を通して大専卒以上の最終学歴を取得した機

会が多いということである。

Ⅳ 成人高等教育の評価―収入関数の
推計結果に基づいて―

1．成人教育に対する社会的評価

中国では，社会人を対象とする中等教育，高

等教育自体は，「文革」の混乱期を含む 1950 年

代以降，制度的に行われてきている［孫世路・方

敬・易濱 1989；何紅玲 2004；応永祥・王憲平 2009；

兪啓定 2014; Hunter and Keehn 2018］。兪啓定
［2014］によれば，1953 年に最初の成人向け通信

大学・夜間大学が中国人民大学で開設されたの

を皮切りに，1953 年から 57 年までの第 1 次 5

カ年計画期に，全国で 58 大学が通信教育，36

大学が夜間教育に乗り出した。「文革」直前の

1965 年に，通信，夜間の高等教育を行う大学は

それぞれ 123 校，83 校に増え，成人教育専門の

独立大学も 964 校に上った。高等教育資源が乏

しい中，党政機関や国営企業の幹部職員を受け

入れ，専門知識を習得させることは，高度人材

の不足緩和に幾分かの役割を果たしたと評価さ

れる。

「文革」の間，従来の普通高等教育が中断され

た代わりに，党政機関等の幹部職員を対象とし

18



た「幹部学校」や国営企業等の労働者を対象と

した非全日制の「職工大学」が大々的に作られ

た。学位取得を目的としないこうした教育機関

は 1976 年に 4.7 万校を数え，在籍者数は 262.9

万人にも上るが，カリキュラムの体系や内容に

問題が多く，入学者の選抜に公平なルールがな

いという問題も指摘される［兪啓定 2014］。

全国大学統一入試制度が復活した 1977 年以

降の成人教育については様々な見方が存在する

が，基本的には以下の 2 点に集約できると思わ

れる。1 つは，成人教育を受けた時代の違いに

よってその評価も大きく異なることである。高

等教育機関への進学率が 15 パーセント未満の

エリート教育が支配的だった 1990 年代末まで

は，成人高等教育は全体として一定の質的保証

があったが，21 世紀に入ってからは，高等教育

の大衆化が進み，成人教育の質的低下も目立つ

ようになった。とりわけ，普通高等教育機関の

運営する成人教育(注26)の募集停止が決定した

2008 年以降，その傾向が顕著化している。イン

ターネットなどの情報技術を駆使した遠隔教育

が主流となり，入学試験による選抜機能も果た

せなくなったところが多い。利益追求に走る大

学と高学歴を欲しがる個人の思惑が一致し［俞

啓定 2014］，高等教育学歴の量産体制ができ上

がった(注27)。エリート教育から大衆教育への

移行過程において，高学歴の希少価値が低下し，

就職や昇進に対する高学歴の影響が小さくなっ

たという学歴インフレーションも発生している

といわれる。

もう 1 つは，成人教育にアクセスする機会が

平等でないことである。エリート教育が支配的

だった 1990 年代末までの間，「職工大学」，「幹

部学院」，「夜間大学」といった成人教育機関へ

の入学者は，だれでも受験できるような選抜で

はなく，党政機関，国営企業などの組織を通し

て募集された者が多い。特に，中央党校系統に

入学し高学歴を取得した者はそのほとんどが共

産党員であり，また，各種組織の幹部を務め在

籍期間の授業料等を公費で賄う者も珍しくない。

共産党員という政治的身分を有し，党政機関，

国有企業，各種事業体に勤める者は，成人教育

にアクセスする機会が普通の労働者や農民に比

べ顕著に多いということである(注28)。これは，

改革開放時代における人事制度とも関連し，昇

進に欠かせない高学歴への需要が高いことと表

裏一体の関係にある［孫申 1999］(注29)。

2．年収関数に基づく成人教育の評価方法

上述のように，ここ 30，40 年間の中国で，高

等教育は飛躍的な発展を遂げたが，普通教育と

共に，成人教育も急速に拡張したことが背景に

ある。その一方で，時間がたつにつれ，成人教

育の質的低下が顕在化し，成人教育への社会的

評価も大きく下がっている。にもかかわらず，

成人教育を受けて高学歴を取得した者の数は増

え続け，高等教育全体に占めるその割合も比較

的安定している。成人教育は依然として一定の

付加価値をもっているからであろう。そこでこ

こで，成人教育が人々の収入にどのような効果

を与えるかについて収入関数の推計を通して実

証分析し，成人教育が存続するメカニズムを経

済的側面から探ることにする(注30)。

実証分析では，CGSS2010-13 の 4 調査を結合

したデータセットから，4 つのサブグループを

抽出しそれぞれの収入関数を推計する。第 1 グ

ループは，調査実施時の前週に収入を伴う仕事

を 1 時間以上行った全ての就業者（調査票の

中国における成人高等教育の拡張および就業者収入増への効果
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A53 の 1）と定義し，回答者の 59 パーセントに

当たる 2 万 4095 人が含まれる。農村・都市別

でみると，それぞれの 67 パーセントに当たる 1

万 743 人，55 パーセントに当たる 1 万 3352 人

が該当する。

第 2 グループは調査実施時，非農業の仕事に

従事する者（調査票の A58 の 1）と定義し，農村

部，都市部でそれぞれ 3125 人，1 万 2909 人が

該当する。

第 3 グループは，勤務先の形態に応じ，非農

業就業者を党政機関，各種企業，事業体等（事

業体，社会団体・居民または村民委員会を統合した

もの），および自己雇用（自営業等の非雇用就業）

の 4 つに分類する（調査票の A59j）が，4 形態の

該当者数は，農村部でそれぞれ 44 人，929 人，

245 人，1810 人，都市部でそれぞれ 635 人，

5642 人，2112 人，4291 人となっている。

第 4 グループは，非農業就業者の中から大専

卒・大卒の学歴を有する者を抽出してできたも

ので，農村部，都市部でそれぞれ 172 人，4240

人となっている。

各グループのサンプル数にばらつきがあるこ

とを考慮し，以下，成人教育による増収効果を

多面的に考察し，収入関数の計測結果の安定性

に細心の注意を払うことにする。収入関数の推

計に当たって，利子や配当を含む年間の総収入

でなく，年間の職業収入または労働収入を用い

ることにする（調査票の A8b）。また，2010 年か

ら 13 年の年間収入を比較可能な形にするため，

2009 年を基準年とする消費者物価指数で各調

査年の収入を実質化する(注31)。

年収関数を推計する際，ミンサー賃金関数の

拡張型を用いる。すなわち，被説明変数は年収

の対数，説明変数は性別，年齢，教育のほか，

中国社会の特徴を反映する政治的身分（共産党

員か否か），民族（漢族か少数民族か），戸籍（農業

か非農業か）も導入し，さらに，調査年次，就業

形態，勤務先の形態，就業時間，地域特性（国家

統計局の分類に基づく東部・中部・西部）をコント

ロール変数として年収関数に投入する。また，

収入に及ぼす成人教育の増収効果を検出するた

め，教育年数や教育水準という複数の形で人的

資本を表す変数を作成し，それぞれの効果を検

出する。具体的には，下記の重回帰モデルを用

いて計測する［厳 2016a］。

lnw=a+bE+bAe+bAge+bP
+∑


c DummyH+u

ただし，w，E，Ae，P はそれぞれ年収，教

育年数または教育水準，年齢（就業経験の代理変

数），党員身分，a，b，c，u はそれぞれ定数，偏

回帰係数，誤差を表し，H は性別，民族，戸籍，

居住地域，調査年などを表すダミー変数である。

この年収関数では，被説明変数は年収の自然

対数 lnw という形をとっているので，ある説

明変数の偏回帰係数は，他の条件が同じである

場合，当該変数が 1 単位変化したことによる年

収の変化率を表すことになる。例えば，学校教

育が 1 年延びたことによる増収効果は b とな

る（仮に，b が 0.05 だと教育収益率は 5 パーセン

ト）。性別（女性＝ 0，男性＝ 1）や政治的身分（非

共産党員＝ 0，共産党員＝ 1）の年収に及ぼす効果

についても，偏回帰係数からその有無または度

合いを知ることができる。上式でいうと，b は

共産党員という身分のもたらす年収増の効果を

表す（仮に，0.15 という計測結果であれば，非共産

党員に比べて共産党員の年収が 15 パーセント高い

ということになる）。
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これまでの分析を踏まえ，労働市場における

教育（人的資本），中でも成人高等教育と収入の

関係について以下の 4 つの仮説を提起し，それ

らを年収関数の推計結果に基づいて検証する。

仮説 1：学校教育の収入に及ぼす効果は全体

としてポジティブで顕著である。

仮説 2：普通高等教育に比べ，成人高等教育

のもたらす増収効果は比較的小さい。

仮説 3：勤務先の形態により，そこにおける

成人教育の増収効果が異なる。効率優先の企業

部門では普通教育の増収効果が成人教育のそれ

を上回るのと対照的に，党政機関や事業体では

両者間の差異が比較的小さい。

仮説 4：高等教育全体の拡張に伴い，あるい

は時間がたつにつれ，教育収益率が次第に低下

するという学歴インフレが進行し，成人教育の

それはより一層顕著である。

仮説 5：公権力の強い党政機関，あるいは共

産党員では，成人教育による大専卒・大卒の高

学歴は普通教育よりも増収効果が強い。

3．成人高等教育と年収

表 5 は全就業者を対象とした年収関数の推計

結果であり，表の左側に説明変数の記述統計も

合わせて示されている。農村部，都市部におけ

る就業者の全体的特徴について，集計結果から

以下の点が読み取れよう。(1)男性が女性より

多く，男女間に就業率格差が存在する，(2)漢族

就業者の割合が 2010 年人口センサスにおける

漢族人口の割合 91.5 パーセントに近い，(3)都

市部就業者における共産党員の割合が農村部の

3 倍近くに相当する，(4)都市部就業者の既婚者

比率が農村部より低い，(5)都市就業者の平均

年齢が若い，(6)都市部就業者における大専卒

以上の高学歴者比率が圧倒的に高く（都市部，

農村部における全就業者の平均教育年数はそれぞ

れ 11.3 年，6.5 年），また，成人高等教育，普通高

等教育のどちらについても同じことがいえる。

年収に与える教育の効果，中でも，成人高等

教育と普通高等教育の増収効果に差異があるか

について，年収関数の推計結果に基づいて述べ

る。まず，教育水準を中卒以下，高卒，大専卒，

大卒，大学院修了の 5 段階に分けた上，高卒を

参照カテゴリーとした年収関数Ⅰによれば，学

歴が高いほど年収も顕著に増加し，そのような

効果が農村部よりも都市部で大きいといった統

計的事実が読み取れる。例えば，他の条件が同

じである場合，高卒者に比べ，大専卒，大卒の

年収は農村部で 17.6 パーセント，34.4 パーセン

ト，都市部で 26.1 パーセント，48.6 パーセント

も高くなっている。

次に，大専と大学からなる高等教育について

その学歴を成人教育と普通教育のどちらで取得

したかという次元で収入関数を再度推計してみ

たところ，年収関数Ⅱに示された結果が得られ

た。ここでは，普通高等教育を参照カテゴリー

としており，偏回帰係数はそれと比較してのほ

かの教育水準の相対的増収効果を示すことにな

る。興味深い点は，農村部では成人教育と普通

教育による増収効果の差異が有意に存在しない

のに対し，都市部では普通高等教育に比べ成人

高等教育の収入が顕著に少ない（－12.3 パーセン

ト）ということである。ただし，都市サンプル

では，普通教育における大専卒・大卒別構成比

は 50 パーセントずつであるのに対し，成人教

育における構成比は 58 パーセント，42 パーセ

ントとなっている。成人教育を卒業した者の人

的資本が質的側面で劣っている可能性があり，

中国における成人高等教育の拡張および就業者収入増への効果
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普通高等教育に比べ成人高等教育の収入が 12.3

パーセント低いという結果について，若干の留

保が必要なのかもしれない。

人的資本の多寡を代理する教育の増収効果は

プラスで有意であり，農村部よりも都市部でそ

の効果が大きいことは，競争的労働市場が全体

として機能していることを物語っているといえ

よう。人々は学校教育で生活や仕事に必要な知

識を習得し，普通，就学年数の長い者はそうで

ない者に比べ思考力や行動力でその潜在的可能

性が高いと考えられる。高い能力が高い生産性

を生み出し，その結果として高い収入が与えら

れるというのは，競争的な市場があってはじめ

て可能なわけである。また，能力と学歴の間に

22

表 5 就業者(A53 ＝ 1)の基本情報および年収関数(OLS モデル)

変数の割合/平均値 年収関数Ⅰ 年収関数Ⅱ
農村部 都市部 農村部 都市部 農村部 都市部

(定数) 7.494 *** 7.636 *** 7.697 *** 8.038 ***
男性 (Ref：女性) 56.0 57.7 0.592 *** 0.390 *** 0.592 *** 0.390 ***
漢族 (Ref：少数民族) 87.6 93.7 0.092 *** 0.173 *** 0.092 *** 0.173 ***
党員 (Ref：非共産党員) 5.6 15.4 0.103 *** 0.108 *** 0.102 *** 0.129 ***
既婚 (Ref：未婚) 95.3 87.2 0.291 *** 0.189 *** 0.289 *** 0.196 ***
非農業戸籍 (Ref：農業戸籍) 4.9 68.0 0.374 *** 0.111 *** 0.375 *** 0.117 ***
年齢 (歳) 48.3 40.6 0.017 *** 0.058 *** 0.017 *** 0.059 ***
年齢 2 乗 /100(歳) 25.1 17.8 -0.054 *** -0.085 *** -0.054 *** -0.086 ***
中卒以下 89.1 41.8 -0.297 *** -0.346 *** -0.497 *** -0.751 ***
高校レベル卒 9.2 26.7 -0.200 * -0.410 ***
大専レベル卒 1.2 15.9 0.176 * 0.261 ***
大学レベル卒 0.4 14.0 0.344 ** 0.486 ***
大学院修了 0.0 1.6 na 0.935 *** na 0.515 ***
成人高等教育 0.7 11.5 0.047 -0.123 ***
普通高等教育 0.9 18.4
ln 週当たり就業時間 3.76 3.83 0.207 *** 0.118 *** 0.207 *** 0.114 ***
西部地域 (Ref) 32.9 16.0
東部地域 19.4 52.8 0.599 *** 0.435 *** 0.599 *** 0.436 ***
中部地域 47.7 31.2 0.368 *** -0.054 *** 0.368 *** -0.056 ***
調査年 2010 (Ref) 27.4 28.5
調査年 2011 15.3 13.6 0.089 *** 0.045 * 0.089 *** 0.048 **
調査年 2012 30.2 29.3 0.211 *** 0.166 *** 0.211 *** 0.167 ***
調査年 2013 27.1 28.6 0.380 *** 0.311 *** 0.380 *** 0.309 ***
調整済み決定係数 0.349 0.373 0.349 0.370
観測数 9,478 11,608 9,478 11,608

（出所）表 4 に同じ。

（注）(1)***，**，* はそれぞれ 1％，5％，10％以下で有意であることを表す。
(2)年収関数Ⅰ，Ⅱでは，教育水準はそれぞれ高校レベル卒，普通高等教育を参照カテゴリーとしている。



正の相関関係が想定され，最終学歴の到達状況

に応じて給与面で一定の差を設ける人事制度も

一般的である［孫世路・方敬・易濱 1989］。

表 5 には示されていないが，教育水準の代わ

りに教育年数を年収関数に投入して推計してみ

たところ，教育年数が 1 年伸びると，年収が農

村部で 4.6 パーセント，都市部で 9.3 パーセン

ト増える，ということも分かった。これは既存

研究で分かっている中国の農村・都市労働市場

における教育収益率の推計値とほぼ同じ水準で

ある。

さらに，個人の属性が年収に与える影響につ

いて表 5 に基づいて整理し，それぞれが既存研

究とほぼ同じ傾向にあることを確認する（ただ

し，他の条件が同じである場合）。(1)男女間に大

きな収入格差が見られ，農村部でその傾向がよ

り一層顕著である，(2)少数民族に比べ漢族の

年収が高いだけでなく，都市部における民族間

の収入格差が農村部より大きい，(3)共産党員

という政治的身分をもつ者は農村か都市かにか

かわらず，一般人に比べ，およそ 10 パーセント

の高い年収を得ている，(4)戸籍による年収の

格差が大きく，農村部ではそれが際立つ，(5)既

婚者は未婚者より 2～3 割の高い年収を得てい

る，(6)加齢とともに年収が増えるものの，一定

の年齢を超えると年収が減少に転じる，(7)就

業時間の多寡が年収に有意に影響し，東部，中

部と西部の地域間に収入格差が存在する。広く

知られるこうした社会的認識が年収関数の推計

結果によって統計的に裏付けられたのである。

ただし，公開されている CGSS2010-13 の個票

データでは，回答者の職業に関する情報が利用

できないため，年収関数で職業の相違に起因す

る年収の違いは分からない。

続いて，前項と同じ方法で非農業就業者を対

象とする年収関数も推計し，成人高等教育の増

収効果を確かめる。表 6 は，就業形態（被雇用

者，経営者，自営業者），勤務先の形態（党政機関，

各種企業，事業体等，自営業等に従事する非雇用者）

を表す変数を年収関数に加えた推計結果である。

農村部では，民族と政治的身分の如何によって

年収が有意に影響されないといった相違点を除

けば，就業者全般の年収関数で明らかとなった

統計的事実は非農業就業者にもほぼ当てはまる

といえる。特に強調すべきは，普通高等教育を

卒業した者に比べ成人高等教育を卒業した者の

年収が，農村部では低いとは認められないが，

都市部では 12.9 パーセント有意に低い，という

ことである（ちなみに，大学院修了者の年収は 51.

3 パーセント多く，高卒レベル卒者，中卒以下はそ

れぞれ 43.9 パーセント，72.1 パーセント低い）。こ

れは全就業者について観測された結果とほとん

ど同じといってよい。

新たに追加された諸変数の年収への影響につ

いて触れておこう。(1)農村・都市を問わず，経

営者，自営業者の年収が被雇用者に比べ顕著に

高く，各種企業で働く者の年収も非雇用者より

多い。(2)党政機関，事業体等で働く者と非雇

用者の収入格差は農村部では検出されないが，

都市部では後者が有意に低い。

4．勤務先の形態別にみる成人高等教育の増

収効果

前述のように，高等教育学歴に対する社会的

需要が増大し，党政機関，事業体等では幹部の

任用や昇進に際し，大専卒以上の学歴が欠かせ

ない場合も多い。実際，表 4 に示されたとおり，

高卒後，普通高等教育に進まなかった者でも，

中国における成人高等教育の拡張および就業者収入増への効果
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表 6 非農業就業者(A58 ＝ 1)の年収関数(OLS モデル)

変数の割合／平均値 年収関数Ⅲ 年収関数Ⅳ
農村部 都市部 農村部 都市部 農村部 都市部

(定数) 7.760 *** 8.772 *** 7.106 *** 7.558 ***
男性 (Ref：女性) 67.9 57.6 0.503 *** 0.351 *** 0.473 *** 0.330 ***
漢族 (Ref：少数民族) 91.5 93.8 0.074 0.128 *** 0.050 0.111 ***
党員 (Ref：非共産党員) 8.7 16.3 0.054 0.120 *** 0.029 0.127 ***
既婚 (Ref：未婚) 90.6 86.5 0.114 * 0.161 *** 0.122 * 0.142 ***
非農業戸籍 (Ref：農業戸籍) 11.8 72.2 0.126 *** -0.004 0.118 *** -0.025
年齢 (歳) 41.3 39.9 0.060 *** 0.051 *** 0.058 *** 0.043 ***
年齢 2 乗 /100 (歳) 18.5 17.1 -0.092 *** -0.070 *** -0.088 *** -0.060 ***
被雇用者 (Ref) 74.5 79.9
経営者 2.4 3.1 0.896 *** 0.821 *** 0.880 *** 0.802 ***
自営業者 23.1 17.0 0.220 *** 0.317 *** 0.200 *** 0.300 ***
自己雇用等 (Ref) 59.0 33.6
党政機関 1.4 5.0 0.149 0.120 *** 0.128 0.112 ***
各種企業 30.3 44.2 0.143 *** 0.220 *** 0.129 *** 0.204 ***
事業体等 8.0 16.6 0.003 0.127 *** -0.020 0.123 ***
教育年数 (年) 8.7 11.7 0.044 *** 0.086 ***
中卒以下 76.0 37.7 -0.328 *** -0.721 ***
高校レベル卒 18.4 27.6 -0.188 * -0.439 ***
成人高等教育 2.6 12.7 0.077 -0.129 ***
普通高等教育(Ref) 2.9 20.2
大学院修了 0.0 1.8 na 0.513 ***
ln 週当たり就業時間 3.95 3.85 0.056 * -0.042 ** 0.066 ** -0.043 **
西部地域 (Ref) 22.9 15.2
東部地域 37.5 54.7 0.397 *** 0.347 *** 0.371 *** 0.341 ***
中部地域 39.6 30.1 0.163 *** -0.096 *** 0.141 *** -0.109 ***
調査年 2010 (Ref) 27.6 28.9
調査年 2011 14.3 13.3 0.050 0.070 *** 0.041 0.062 ***
調査年 2012 28.5 29.1 0.266 *** 0.174 *** 0.256 *** 0.172 ***
調査年 2013 29.6 28.7 0.385 *** 0.313 *** 0.377 *** 0.312 ***
調整済み決定係数 0.258 0.354 0.268 0.352
観測数 2,652 10,615 2,652 10,615

（出所）表 4 に同じ。
（注）***，**，* はそれぞれ 1％，5％，10％以下で有意であることを表す。



成人高等教育を通して大専卒または大卒の学歴

を手にすることができ，中でも，共産党員や，

党政機関，事業体等に勤める者はほかに比べそ

の可能性が格段に高い。そこで，形態の異なる

組織に勤める高学歴者において，高学歴の取得

方法，つまり，成人教育か普通教育かによって

学歴の増収効果が変わるのかについて検討する

必要がある。

図 8 は表 6 と同じモデルを利用し，都市部に

おける党政機関，各種企業，事業体等，自己雇

用等を対象とする年収関数の推計結果を用いて

作成したものであり，数値は高卒を参照カテゴ

リーとした成人大専卒，普通大専卒，成人大卒，

普通大卒の偏回帰係数であり，学歴別にみたそ

れぞれの年収が高卒者に比べ何パーセント高い

かを表している。

一見して分かるように，自己雇用等で大専卒

の取得方法如何によって年収が有意に影響され

ないのを除くと，形態が異なるいずれの勤務先

でも，高学歴およびその取得方法が一定の差異

を伴いながら年収に顕著なプラスの効果をもた

らしていることが分かる。興味深いのは，成人

大専卒→普通大専卒→成人大卒→普通大卒の順

で学歴による増収効果が逓増し，特に効率重視

と目される企業ではそのような傾向が強い，と

いうことである。

成人教育と普通教育による増収効果の格差に

ついて検証してみると，それが意外に小さいこ

とが分かる。党政機関の場合，大専卒，大卒に

おける両者の比率はともに 82 パーセント程度，

各種企業はそれぞれが 79 パーセント，72 パー

セント，事業体等は同 71 パーセント，76 パー

セントに留まり，自己雇用等の大卒に至っては

成人教育と普通教育による増収効果の比率が

89 パーセントに達する。

全体として，各種企業では高学歴はシンボル

的なものというより，能力を表す人的資本とし

て重要視されているのに対し，党政機関では成

人高等教育にせよ，普通高等教育にせよ，大専

卒または大卒という学歴は，そのシンボル的意

味が認められているといえそうである。また，

教育・研究・文化・衛生といった事業体では，

高学歴の中身（成人教育か普通教育か）が比較的

重要な意味をもっていることも推察できよう。

中国における成人高等教育の拡張および就業者収入増への効果
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図 8 勤務先の類型別にみる高等教育の増収効果（高卒が参照カテゴリー）：都市部

（出所）表 6 に同じ。
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5．大専・大卒非農業就業者の年収と成人高

等教育

表 4 のように，共産党員や党政機関の勤務者

が成人教育で高学歴を取得する確率はほかに比

べ顕著に高い。この事実から，大専卒または大

卒の学歴をもつ者に限定し，学歴の取得方法だ

けでなく，成人教育で高学歴を取得した者の政

治的身分や勤務先の形態，さらにその学歴を取

得した年代といった要素と収入の関係について

も検討を深める必要がある。

表 7 は大専卒・大卒の非農業就業者を対象と

した年収関数の推計結果（農村・都市別，都市部
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表 7 大専卒または大卒非農業就業者の年収関数（OLS モデル）

農村部 都市部 都市部大専卒 都市部大卒
(定数) 6.990 *** 7.945 *** 8.076 *** 7.753 ***
男性 (Ref：女性) 0.195 + 0.259 *** 0.250 *** 0.253 ***
漢族 (Ref：少数民族) 0.461 ** 0.116 ** 0.165 *** 0.069
既婚 (Ref：未婚) 0.036 0.070 * 0.086 * 0.050
非農業戸籍 (Ref：農業戸籍) 0.205 + 0.044 0.030 -0.055
年齢 (歳) 0.154 ** 0.106 *** 0.087 *** 0.126 ***
年齢 2 乗 /100 (歳) -0.176 * -0.116 *** -0.097 *** -0.136 ***
経営者(Ref:被雇用者) 0.900 ** 0.710 *** 0.838 *** 0.516 ***
自営業者(同) -0.031 0.137 *** 0.130 ** 0.232 ***
成人教育(Ref：普通教育) -0.468 -0.250 * 0.022 -0.452 *
党員 (Ref：非共産党員) 0.276 0.104 *** 0.116 ** -0.002
党政機関(Ref:その他組織) -0.351 -0.167 *** -0.146 * -0.173 **
1980 年代卒者(Ref:1970 年代まで) -0.797 -0.075 0.138 -0.288 *
1990 年代卒者 -0.642 -0.009 0.142 -0.173
2000 年以降卒者 -0.317 0.065 0.219 * -0.166
成人教育×党員 -0.408 -0.041 0.001 -0.052
成人教育×党政機関 0.865 + 0.173 ** 0.134 0.181 *
成人教育× 1980 年代卒者 0.928 0.074 -0.128 0.217
成人教育× 1990 年代卒者 0.197 0.002 -0.219 0.230
成人教育× 2000 年以降卒者 0.341 0.032 -0.200 0.217
ln 週当たり就業時間 -0.187 -0.069 ** -0.083 * 0.004
東部地域(Ref:西部地域) 0.509 *** 0.326 *** 0.249 *** 0.365 ***
中部地域 0.206 -0.230 *** -0.226 *** -0.225 ***
調査年 2011(Ref:調査年 2010) 0.080 -0.009 -0.008 -0.024
調査年 2012 0.204 0.086 *** 0.119 *** 0.042
調査年 2013 0.233 0.125 *** 0.186 *** 0.078 *
調整済み決定係数 0.180 0.227 0.219 0.234
観測数 133 3,451 1,818 1,632

（出所）表 4 に同じ。
（注）***，**，*，+はそれぞれ 1％，5％，10％，15％以下で有意であることを表す。



における大専・大卒別）を表すものである。年収

関数のモデルは表 6 と同じだが，成人教育と党

員，党政機関，卒業年代との交互作用項をモデ

ルに加えている。これにより，成人教育の増収

効果が普通教育のそれとどの程度ずれているか

を判別することができる。例えば，都市部で普

通高等教育を受けた共産党員は一般人に比べ年

収が 10.4 パーセント高いのに対し，成人高等教

育の共産党員は一般人に比べ年収が 6.3 パーセ

ントポイント（10.4 － 4.1）高いということにな

る。このように表 7 に示された交互作用項の偏

回帰係数に基づいて以下の統計的事実を読み取

ることができよう。

第 1 に，成人教育で大専卒・大卒の学歴を取

得した共産党員と普通教育の高学歴党員との間

で年収格差が存在するとは認められない。共産

党員の身分をもっていれば，その高学歴が普通

教育によったものかどうかは収入に有意な影響

を与えないということである。

第 2 に，「その他組織」（各種企業や事業体，非

雇用就業）に比べ，党政機関で働く成人教育の

大専卒・大卒者はむしろ普通教育の者よりも高

い年収を得ている。都市部では普通教育の大専

卒・大卒者よりも，成人教育による高学歴者は

17.3 パーセントも高い年収を得ている（ただし，

大専卒では係数の有意性が低い）。農村部では偏

回帰係数の有意性は低いものの，成人教育の高

学歴者は普通教育の高学歴者よりも，86.5 パー

セントも高い年収を得ている。

第 3 に，高等教育の急速な発展に伴い，高学

歴の増収効果が次第に低下するという学歴イン

フレーションの現象は確認できず，しかも，そ

れは普通高等教育，成人高等教育の双方につい

ていえそうである。それどころか，大学教育の

大衆化を迎えた 2000 年代以降の都市部では，

普通教育を受けた大専卒者の年収は 1970 年代

までの卒業者に比べ 2 割程度高いことも年収関

数の推計結果から分かる。

なお，個人の属性と年収の関係については，

全就業者および非農業就業者を対象とする年収

関数の推計結果と似通ったものが得られている

ので，ここではその説明を省く。

お わ り に

1980 年代以降の中国では，人事政策の方針転

換に伴い，党政機関や事業体で働く者にとって，

大専以上卒の高学歴をもつことは出世する上で

欠かせない要件となった。一方，高等教育を提

供する全日制普通大学は，「文革」などに起因し

た教育資源の不足で，1990 年代までの長い間学

生の募集定員を大幅に増やせずにいた。こうし

た高度人材の需給ギャップを背景に，高学歴取

得目的の成人高等教育が急速に生成し成長して

いった。ところが，普通高等教育の大衆化を迎

えた 1990 年代末以降，成人高等教育を取り巻

く環境が変化し，成人教育の質的低下もクロー

ズアップされた。成人高等教育制度の大々的な

改革が行われ，より健全な成人高等教育が図ら

れてきた。その結果，成人教育で高学歴を取得

した者が増え続け，大専卒・大卒者全体に占め

るその比率も安定的に推移している。

本稿では，特殊な時代背景をもった中国の成

人高等教育を俎上に載せ，成人高等教育の制度，

実態と規定要因，さらに労働市場における成人

高等教育の効果について普通教育と比較しなが

ら実証分析した。以下は主な分析結果のまとめ

である。
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第 1 に，大専卒以上の学歴をもつ者は 1980

年代以降の中国で急増し続けているが，成人高

等教育はそれに対し非常に大きな貢献を果たし

ている。

第 2 に，改革開放の始動と同時に，中国政府

は様々な教育資源を成人高等教育に動員し，高

度人材の不足緩和に努め，一定の成果を上げる

こともできた一方，学生の募集で公平なルール

が確立できておらず，教学の内容や方法で質的

保証が必ずしも十分でないという成人教育制度

の問題も指摘されている。

第 3 に，時代の変化に適応するため，中国政

府は成人高等教育制度を絶えず改革してきた。

その結果，成人高等教育は教学の形態を進化さ

せ，各方面向けの人材育成で一定の成果を収め

ることができている。

第 4 に，成人高等教育は時間の経過とともに，

その重点が大専から大学へとシフトしつつあっ

た。また，成人高等教育にアクセスする機会は

個人の属性や勤務先の形態によって大きく異な

る。共産党員という政治的身分をもつ者，党政

機関や事業体に勤める者は成人教育を受けて高

学歴を取得した可能性が著しく高い。

多くの欠陥を内包しつつも，拡張を持続し，

人材不足の緩和に一定の役割を果たした成人教

育だが，それが人々の潜在的能力を表す人的資

本だと考えた場合，どのような評価を与えるこ

とができるのか。ここで，年収関数の推計結果

から明らかとなった事実をまとめるが，学歴イ

ンフレーション，および共産党員における成人

教育の増収効果が確認できないのを除くと，前

述の仮説がほぼ統計的に支持されていることが

分かる。

第 1 に，中国の労働市場では，教育が人々の

収入に対し有意でポジティブな影響を与える。

教育水準が高い者ほど，あるいは受けた学校教

育の年数が長い者ほど，その収入も顕著に増え

る。

第 2 に，高等教育に関しては，普通教育に比

べ，収入増に与える成人教育の効果が小さい。

同じ大専卒・大卒という高学歴でも，成人教育

に対する市場の評価が比較的低いのである。

第 3 に，普通高等教育の大衆化に伴い（最終

学歴の取得年代が若いほど），収入増に与える卒

業年代の効果が逓減するという学歴インフレー

ションが支持されない。

第 4 に，勤務先が党政機関，各種企業，事業

体等と自己雇用のいずれかによって，収入増に

及ぼす成人高等教育の効果が異なる。経済効率

を優先する企業においては，普通教育に比べ成

人教育による収入増の効果が小さい。対照的に，

高学歴それ自体が重要視される党政機関では，

成人教育と普通教育による増収効果の差異が比

較的小さい。

第 5 に，高学歴に限っては，「その他組織＝党

政機関以外の組織」に比べ，党政機関で働く者

の間で成人教育による増収効果は大きいが，高

学歴の取得方法による増収効果の違いは共産党

員の中で見出せない。普通高等教育の大衆化に

起因する学歴インフレーション（教育収益率の

低下傾向）も確認できない。

以上を踏まえ，本研究で明らかとなった最も

重要な発見を 3 つの点にまとめる。(1)成人教

育は高等教育全体の拡張に大きく貢献し，共産

党員，党政機関や事業体の勤務者が成人教育を

経て高学歴を取得した機会はほかに比べ顕著に

多い。(2)人的資本を表す学校教育の多寡は就

業者の収入に有意に影響するものの，成人教育
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の増収効果は全体として普通教育のそれには及

ばない。(3)共産党員の収入とその高学歴の取

得方法との間に有意な相関関係が見出せず，党

政機関では成人教育の増収効果が普通教育のそ

れよりも高い。

（注 1） 1970 年代末，最高実力者となった鄧
小平は，「三中全会」で経済建設最優先の方針を
決定した直後に，その担い手たる党政機関の指
導者や幹部職員の選任要件について，従来の政
治的思想に加え，専門知識を必要とすることを
繰り返し強調した［宗錦福 1982；楊小岩 1983；
程争鳴・劉海涛 1986；卓漢容 2001］。それを受
け，1982 年開催の第 12 回党大会で党規約が改正
され幹部選任の実質上の学歴要件（第 34 条）が
盛り込まれ，直近の第 19 回党大会(2017 年)の党
規約でもそれが生きている。
（注 2） 現場で「知識化，専門化」が往々に大

専卒や大卒といった学歴と同一視され，それを
もたない者は能力の如何にかかわらず昇任の対
象から外されるという問題も指摘される［程争
鳴・劉海涛 1986；孫世路・方敬・易濱 1989］が，
結果的に，社会全体で高学歴に対する需要の急
増がもたらされたのである。
（注 3） 原語では「事業単位」といい，行政機

関が設立し，教育・研究・文化・衛生など公共サー
ビスを提供する組織を指す用語である。
（注 4） 例えば，1980 年代から 2010 年代の 30

年余りで，共産党大会中央委員における大卒以
上の割合は 40 パーセント程度から 90 パーセン
ト超に上昇した［趙書松・呉世博 2016］。第 18
回党大会(2012 年)で選出された中央委員 205 名
のうち，最終学歴が判明できる 188 人のうち，8
割近くもが大学院修了者(博士 40 人，修士 101
人)となっており，大卒者の 38 人，大専卒・高卒
以下の 9 人を大きく上回った［劉俊生・張鵬
2014］。また，2014 年 7 月末に，各省区市におけ
る党委員会・行政府・人民代表大会・政治協商会
議のトップリーダー，中央省庁およびその直属

機構など同レベル組織のトップリーダー（大臣
クラス）を務める 204 人のうち，修士号，博士号
をもつ者はそれぞれ 52 パーセント，16 パーセン
ト，大卒者は 26 パーセント，学歴不明は 6 パー
セントという報告もある［湯俊ほか 2015］。
（注 5） 欧米では，若者や低技能者の就業促進，

育児女性の仕事復帰，就業者の収入増に対する
成人教育の効果について個票データに基づいた
計量分析の文献が数多くある［例えば，Albrecht,
Berg and Vroman 2005; 2009; Stenberg and
Westerlund 2015; Hanushek, Woessmann and
Zhang 2017］。
（注 6） 孫世路・方敬・易濱［1989］によれば，

1980 年代後半より技能習得や資格取得のための
「非学歴教育」は社会経済の発展に伴う人材への
需要拡大に応じながら発展していった。教育行
政を掌る教育省の中に「職業教育・成人教育局」
があることから，今の中国でも，国民の生涯教
育・学習や職業訓練を制度的にサポートしてい
ることがうかがわれる。2015 年に，非学歴高等
教育，中等職業教育を修了した者はそれぞれ 900
万人，4900 万人に上る。
（注 7） 国家統計局・国家数拠（http://data.

stats.gov.cn/index.htm）による。以下，出所が
明記されないものはすべてこれと同じである。
（注 8） 18 歳人口は 2010 年人口センサスに基

づいた推計値である。
（注 9） 国際的に，高等教育機関への進学率が

15 パーセント未満ではエリート教育，15～50
パーセントでは大衆化教育，50 パーセントを超
えると普及教育と呼ばれる［CRCC 2011］。
（注 10） 2010 年に 2000 万人もいた 18 歳人口

は 15 年に 1500 万人に減った一方，大学等の募
集定員は 76 万人増え 738 万人となった。これは
進学率の急上昇をもたらした一因である。
（注 11） 普通高校の卒業者数に対する普通高

等教育機関の募集人数の比率は，1990 年に 27.3
パーセントだったが，2014 年には 90.2 パーセン
トに上がった［李海峥 2017］。
（注 12） 小中高レベルの成人教育も制度とし
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てあるものの，21 世紀に入ってからはその規模
が非常に小さくなっている。例えば，2016 年に
成人高校・中学校・小学校レベルの卒業者はそれ
ぞれ 74.3 万人，31.2 万人，85.9 万人と同レベル卒
業者の 5.6 パーセント，2.1 パーセント，5.4 パー
セントを占める（『中国統計年鑑』2017 年版）。
（注 13） 中国共産党の党員幹部を教育，養成

する学校である。
（注 14） 1950 年代以降の中国では，大学は国

家建設のためのエリート養成機関であり，授業
料の無償化ばかりでなく，学生に生活費を補助
する制度もあった。ところが，市場経済化が進
んだ 90 年代末に至ると，卒業後の就職は国によ
る配属から学生自身の意思で選択できるように
なり，高等教育はよい就職や収入増を可能にす
る人的資本の形成過程へと変化し，そのための
投資は自ずと受益者負担となったのである。
（注 15） 中央省庁や省区市の所管する教育機

関が数多く存在する。北京財経専修学院は，北
京市財政局が 1982 年に設立した北京市会計学校
を前身にもつ民間高等教育機関であり，北京市
教育局に承認された存在だが，国家教育省のい
わゆる「国民教育系列」には入っていない。こう
した「非学歴教育学院」を卒業した者は，唯一有
効とされる教育省の学籍・学歴・学位システムか
ら発行される卒業証書を取得することができな
い。
（注 16） 党校の入試制度，カリキュラムなど

に問題が多く，学歴の質的保証ができないため，
1985 年卒，86 年卒を除く党校の卒業証書は教育
省が認めていない。それにもかかわらず，中共
中央および中央党校の規定では党校の卒業証書
も幹部選任の学歴要件として有効だと定められ
ている。諸問題を抱える中央党校の「成人高等
学歴教育」は 2008 年に新入生の募集を停止し，
最後の卒業生を送り出した 2011 年に使命を終え
ている。
（注 17）『中国統計年鑑』および教育省の統計

資料（http://www.moe.gov.cn/）によれば，2005
年から 16 年の間に，全国における普通高等教育

機関と成人高等教育機関はそれぞれ 1792 →
2596 校（804 増），481 → 284 校（197 減）へと変
化し，中でも地方当局所管の成人教育機関の普
通教育機関への昇格が多いと見られる（普通教
育機関が 265 校増えたのと対照的に，成人教育
機関が 101 校減った）。
（注 18） 成人教育では，高卒→大専→大学，

または大専→大学，というように大専から本科
への進学もある。そのため，統計上，一部の重複
計算があると考えられる。
（注 19）「尴尬身分惹争議，党校学歴淡出歴

史？」人民網（http: //npc. people. com. cn/GB/
28320/80575/80577/8173306.html，2018 年 2 月 8
アクセス）。
（注 20） 本調査の趣旨，調査票および調査項

目の解釈，調査実施のマニュアル，個票データな
どについて，中国国家調査数拠庫（http://cnsda.
ruc.edu.cn/index.php）から詳細に知ることがで
きる。
（注 21） 中文知網で「CGSS」と「成人教育」

を主題に入れて検索してみたところ，儲慶［2011］
だけがヒットした。許玲麗・馮帅章・陳小龍

［2008］は，城 郷 住 戸 調 査（The Chinese
Household Income Project Survey: CHIP）2007
の中にある教育に関する情報を用いて，成人高
等教育の経済的効果を計量的に分析した先行研
究であり，CHIP2010 からも成人高等教育に関す
る情報は利用可能だが，関連する先行研究は見
当たらない。CGSS を利用し，教育機会の不平等
とそのメカニズム［張兆曙・陳奇 2013；呉癒暁・
黄超 2015；張小莉 2015；黄建忠・趙恢林 2016；
鄭磊・孫旭 2017；宋揚 2017］，大学教育の拡張
と教育収益率［馬汴京・蔡海静・姚先国 2016；楊
中超 2017］に関する実証分析が多く見られる。
（注 22） 国家統計局が公表した人口センサス

の集計資料から，「城市」「鎮」「郷村」別，年齢別，
学歴別の人口数を利用し，生年別大専以上人口
の割合を推計した。
（注 23） 国家統計局・国家数拠（http://data.

stats.gov.cn/easyquery.htm?cn = C01）の「教育」
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によれば，中国全体で，2004 年から 15 年の間に
大学専科，大学本科を卒業した者のうち，成人高
等教育で卒業した者の割合はそれぞれ 40.3 パー
セント，31.9 パーセントだった。
（注 24） 最終学歴の取得形式について，全日

制の大専を卒業した後に，成人高等教育を通し
て大学を卒業した者は成人高等教育卒者として
扱う。また，高卒→成人大専卒→普通大卒といっ
たケースは制度上ありうるものの，ここではそ
れを考慮しない。
（注 25） オッズ比は 2 つのオッズの比をとっ

た指標である。オッズとはあることが起こる見
込みのことであり，「あることが起こらない確率
に対してあることが起こる確率が何倍あるか」
ということを表す。詳しくは，数理社会学会監
修『計量社会学入門―社会をデータで読む
―』（世界思想社，2015 年）23 ページを参照せ
よ。
（注 26） 授業料等への規制が厳しい正規学生

の合格ラインを高めに設定し入学定員を圧縮す
る一方，高い授業料等が徴収可能な成人教育の
募集定員を拡大し，大学の財政状況を改善する
やり方は，高等教育の市場化と共に各大学で採
られた。いわゆる「名校弁民校」，すなわち国公
立の有名大学が私立大学等を運営するやり方は

政策的に認められた。
（注 27） 馬龍・楊昊「遠程学歴教育競如此注

水」（『人民日報』2013 年 5 月 2 日），趙婀娜「網
校開放，質量不能放松」（同 2014 年 3 月 27 日），
高毅哲「放権後的遠程学歴教育変局」（『中国教育
報』2014 年 7 月 16 日）参照。
（注 28） 徐林林「公衆為何不太看好党校文凭」

（『湖北日報』2008 年 10 月 8 日）参照。
（注 29） 中国では党政機関や事業体等に勤め

る職員に「幹部」と「工人＝労働者」という 2 つ
の身分があり，普通，大卒などの高学歴をもつ者
は「幹部」になる。最終学歴の如何によって給与
にも差がつけられる。
（注 30） OECD［2010］の第 2 章で述べられて

いるように，成人教育の経済的効果を検証する
方法として，労働経済学の実証研究で広く用い
られる賃金関数の推計が有効である。
（注 31） 各調査では，前年の職業収入または

労働収入を記入することになっていることから，
ここでは，2009 年の消費者物価を 100 とし，
2010 年から 12 年の物価指数を 103.3，108.9，111.
7 として個々人の年収を実質化した。
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附表 中国における高等教育制度の基本構造と変遷

A. 普 通
高等教
育研究
機関

大学院
教育省の承認を受けた総合大学および各種科学院等の開設する修士課程，博士課程，
MBA 等から構成される。全国統一の大学院入学試験があり，所定の課程を修了した者は
修士号または博士号を授与される。

4 年制大
学本科／
2・3 年制
大専

全国統一入学試験に合格し，所定の課程を履修し卒業単位を取得した者は，卒業証書なら
びに学士号（大卒者）を授与される。1999 年以降の高等教育の大衆化に伴い，大学数およ
び学生の募集定員が激増し，2000 年代以降，学歴インフレが深刻化している。

B. 普通高等教育機関
運営の成人教育

教育省から承認を受けた全日制大学は，高卒以上の社会人，および大学受験の落第者を対
象に成人高等学歴教育を行う。全国成人統一入学試験に合格した者は，通信制や夜間大学

（2 年半），または全日制（2 年）で所定の課程を修了し，普通高等教育と同等の専科卒また
は大卒の学歴を取得する。授業料は学年制または単位制で徴収される。営利目的の大学
や学歴目当ての学生が多い状況の下，質的保証のない高等教育学歴が量産された。教育省
は，2008 年より全日制成人高等教育の募集停止を決定した。事業の多くはインターネッ
ト（網絡）高等教育に引き継がれている。

C. 独 立
成人高
等教育
機関

放送大学

1979 年に，「文革」直後の人材不足を背景に創設された中央と省級の広播電視（ラジオ，テ
レビ）大学の総称であり，全国各地に 40 校余りがある。中央－省－市－県というピラミッ
ド型の全国組織の下，通信教育プラス補習授業などで教育省承認の課程を履修し所定の単
位を取得した者は，普通高等教育と同等の専科卒または大卒の学歴を取得する。入学試験
がなく時間の利用が自由だということで広く利用されるが，受験者の学力が低く，教育の
質的保証も難しいため，放送大卒への社会的評価が低下している。大学教育が大衆化の時
代を迎えた 21 世紀に入ってから，放送大学は情報技術を駆使して学歴教育機関としての
機能の維持・向上に努めている。

職 工・農
民高等学
院／管理
幹部学院
／教育学
院／独立
通信学院

「文革」直後の人材不足を背景に，教育省は 1979 年に国有企業の労働者，農業従事者，党
政府機関等の職員，中学・高校の教員を対象とした成人高等学歴教育制度を設け，休日，
夜間を利用して授業を行う様々な学院を作った。承認を受けた学院で所定の課程を期限
内で修了した者は，普通高等教育と同等の専科卒または大卒の学歴を取得する。普通高等
教育の大衆化に伴い，こうした独立学院は普通高等教育機関に改編されつつある。1986
年に 1420 校もあった独立学院は，1997 年に 1107 校，2015 年には 292 校に激減している。

D. 独学専科卒・大卒
認定試験（自学考
試）

1981 年に創設された，独学と社会的支援と国家試験が一体化した成人高等学歴教育制度
である。通信・放送教育等の成人教育制度を活用しつつ主として独学する者は，所定の専
攻別課目を履修し全国統一試験を受けて単位を取得する。専科卒または大卒に必要な単
位を取得した者は，普通高等教育と同等の学歴を取得する。無試験で入学できるものの，
比較的厳しい学科試験が課されるため，同制度による学歴への社会的評価は比較的高い。
費用が安く，在学の期限がないことが大きな特徴である。

E. インターネット
（網絡）高等教育（継
続教育）

1999 年に教育省の承認を受けた清華大学等の総合大学は，インターネットなどの情報技
術を活用し社会人対象の高等教育を実験的に開始した。2013 年までの 10 余年間に 68 校
体制だった同制度は，14 年以降全国各地の大学で導入されつつある。所定の学科試験に
合格し所定の単位（大学や専門により若干異なるが 80 単位前後が普通）を取得した者は，
普通高等教育と同等の学歴を取得する。オンラインによる学習とテストに加え期末試験
もある。2.5~5 年という比較的長い期間で時間を自由に使える利点がある一方，教育の質
的保証が難しいという批判もある。

F. 中 央
党校・
地方党
校

大学院

1985 年に創設された。全国統一の大学院入学試験に合格した者（主として党政府機関の
幹部職員）は，中央党校または資格ある省級党校（2007 年に 14 校）に在籍し，通信教育，
集中講義等で所定の課程を修了し教育省認定の修士号，博士号（中央党校のみ）を授与さ
れる（中央党校は 2017 年に全国各地で 50 クラスを設け，およそ 2000 人を募集）。新卒者
対象の全日制コースもある（1 学年 200 名ほど）。

成人高等
教育

1985～2011 年の 20 余年間に，中央党校および省市区党校に在籍し通信教育や集中講義を
受けて所定の課程を修了した者は大学専科もしくは大学本科の学歴を授与される（累計
320 万人）。教育省から認定されないこの党校学歴は，党政府機関，事業体，国有企業で昇
任，昇給の際普通高等教育の学歴と同じように扱う，と共産党中央および中央党校が規定
している。主として党政府機関の役人を対象とする党校の学歴教育は，入試なし・授業な
し・宿題なし・学課試験なし・個人費用負担なしという「5 不学歴」だと揶揄されている。

G. 海外大学等の学歴
と学位

海外の大学等で取得した学歴，学位は，在外公館および教育省留学生サービスセンターの
確認を受けてはじめて正式に承認される。

（出所）百度文庫(https://wenku.baidu.com/):「国家対学歴，学位認定有関規定匯編」，百度百科(https://baike.baidu.
com/)：「学歴教育」「継続教育」「成人教育」，何紅玲[2004]，応永祥・王憲平[2009]，中国成人教育協会[2008]，
中華人民共和国教育部職業教育与成人教育司(http://www.moe.gov.cn/s78/A07/)，中共中央党校(http:
//www. ccps. gov. cn/)，人 民 網：「尴 尬 身 分 惹 争 議，党 校 学 歴 淡 出 歴 史」(http: //npc. people. com.
cn/GB/28320/80575/80577/8173306.html)，などに基づいて作成。
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Abstract

Expansion of Adult Higher Education and Its

Effects on Increasing Employee’s Earnings in

China: A Comparative Analysis with Regular

Higher Education

Yan Shanping and Xue Jinjun

Using aggregated data from the Chinese Population Census and micro data from the Chinese

General Social Survey, this paper studies the expansion of adult higher education ( AHU) and its

effects on increasing employees’ earnings through a comparison with regular higher education

( RHU) . Our main findings are as follows. ( 1) The rapid development of AHU has greatly

contributed to the expansion of higher education as a whole, and Communist Party members and

employees of the Party and government organizations are more likely to have opportunities to obtain

higher education. ( 2) Although education significantly affects employees’ earnings through the

accumulation of human capital, the overall effect of AHU on increasing earnings does not exceed that

of RHU. ( 3) Returns on AHU for employees of the Party and government organizations are higher

than those on RHU, but there is no significant correlation between earnings and type of higher

education among Communist Party members.
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